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検察官取調べ録音録画の文書提出義務を肯定した原決定を一部取り消した事例

事実の概要

　１　文書提出命令申立ての経緯
　プレサンス事件とよばれている業務上横領刑事
事件（以下「本件」という。）の被告人だったＡは、
公判廷で無実を訴え、2021 年 11 月に無罪判決が
確定した。Ａは、検察官の違法な逮捕・勾留、起
訴及び取調べにより損害を被ったとして、2022
年 3 月に国を相手に国家賠償請求訴訟（以下「基
本事件」という。）を提起した。基本事件の審理に
おいては、本件で共犯者とされたＣ、Ｄの検察官
取調べにおける供述の信用性評価や、Ａに対する
検察官取調べが黙秘権や弁護人依頼権を侵害する
ものであるかなどにつき、当事者間で争いがあっ
た。Ａは、2022 年 12 月に文書提出命令申立書
を裁判所に提出し、Ａ及びＣ、Ｄに対する本件検
察官取調べの具体的状況及び内容を証明するた
め、それら 3人の取調べ録音録画に係る動画ファ
イルを記録した記録媒体（以下「録音録画」という。）
を、相手方（国）が提出するよう求めた。
　なお、これとは別に、ＡはＣを被告として、Ｃ
が嘘をついてＡを冤罪に陥れたなどと主張して、
損害賠償を求める訴え（以下「別件訴訟」という。）
を提起していたが、それは 2023 年 3 月に和解で
終了した。和解条項には、基本事件においてＣは
自らの取調べの録音、録画を証拠採用することを
前向きに検討し、反対しないこと、その際には、
Ａが、Ｃの顔のモザイクや声の加工などＣのプラ
イバシー保護に最大限配慮することが、確認とし
て盛り込まれていた。
　２　原決定１）の概要

　提出命令申立てのあった録音録画のうち、Ｃ録
音録画の一部（求められた期間中の 5日分）につい
て、裁判所への提出を命じた。
　提出を命じたＣ録音録画は、Ｉ検事が取調べに
おいて恫喝や机を叩く行為をしたなどとＡが主張
する日時のものである。原決定は、まず証拠調べ
の必要性を肯定し、取調べにおけるＩ検事の口調
や動作といった非言語的要素もＣ供述の信用性判
断に重要であるから、Ｃ録音録画は最も適切な証
拠であると認められるし、人証や反訳書による代
替立証も困難であることを挙げた。なお、ＡやＤ
録音録画の証拠調べの必要性は否定した。
　原決定はその上で、Ｃ録音録画は、検察官にお
いて、Ａを被告人の地位に置くという法律関係を
生じさせる判断にあたり重要な判断資料であった
ことなどを根拠に、民訴法 220 条 3 号後段の法
律関係文書該当性を認めた。次に、Ｃ録音録画の
うち本件公判提出部分については、刑事確定訴訟
記録法（以下「記録法」という。）4 条 2 項各号の
制限事由に該当しないとして、提出義務を認めた。
他方、本件公判不提出部分については、刑訴法
47 条の「訴訟に関する書類」に該当するとしつつ、
証拠調べの必要性が高い一方、Ｃが別件訴訟の和
解において一定の同意をしていることなどから関
係人の名誉、プライバシーの侵害の恐れがあると
もいえないなどとして、その提出を拒否すること
は保管検察官の裁量権の範囲を逸脱し又は濫用す
るものというべきとした。
　国側が即時抗告した。
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決定の要旨

　原決定を一部変更する。
　１　判断の骨子
　原決定が命じた「Ｃ録音録画……のうち、本件
公判提出部分……については提出を命じるのが相
当であるが、その余の本件公判不提出部分につい
ては本件申立てを却下すべきであると判断する。」
　２　判断の理由
　本決定が、民訴法 220 条 3 号後段に基づく提
出義務の有無について、その理由中で掲げた論点
について、要旨を紹介する。
　(1)　Ｃ録音録画の法律関係文書該当性
　Ａが逮捕・勾留、起訴された際には、Ａと共謀
した旨のＣの供述が重要な位置を占めていたこと
からすると、ＡはＣの逮捕・勾留中の取調べが適
正に実施されることについて、法律上の利害関係
を有していた。Ｃ録音録画は、Ａと国との間の法
律関係と密接な関連性を有する準文書であり、法
律関係文書に当たる。また、本件公判においては
Ｃ供述の信用性が大きな問題となり、その判断の
ためにＣ録音録画は用いられたことなどが認めら
れる。そうすると、そのＣ録音録画は、公判廷で
種々の主張立証が繰り広げられるという法律関係
において作成されたものということができ、法律
関係文書に該当する。
　(2)　Ｃ録音録画本件公判提出部分と刑訴法
　刑訴法 53 条や記録法が適用される。本件公判
提出部分を基本事件において提出することによ
り、裁判所などの事務に支障が出るとか、関連事
件の捜査等に不当な影響を及ぼすといった事情が
あるとは認められないし、記録法 4条 2項 1～3
号、6号に該当する事由はない。また、本件公判
提出部分は公開の法廷で取調べ済みであることに
加え、別件訴訟上の和解において、Ｃが証拠採用
に反対しないこと及びＡがプライバシーに最大限
配慮することを確認していることなどを考慮すれ
ば、Ｃら関係人の名誉やプライバシー又は生活の
平穏を著しく害したりするなどのおそれがあると
までは認められない。そのことからすれば、保管
検察官（国）が本件公判提出部分の提出を拒否す
ることは、その裁量権を逸脱し、又は濫用するも
のというべきである。
　(3)　Ｃ録音録画本件公判不提出部分と刑訴法
　公判不提出部分については刑訴法 47 条の規定

が適用され、同条の「訴訟に関する書類」に当た
る。その上で、最高裁の判例の見地に立って、事
実関係を踏まえてみると、次のようにいうことが
できる。
　Ｃ録音録画はＩ検事が机を叩くなどの非言語的
な要素が客観的に記録されており、証明すべき事
実との関係で最も適切な証拠であり、人証や通常
の反訳書による代替立証も困難であるとはいえ
る。しかし、本件で争いになっているのは「恫喝
した」かどうかなど発言内容が重視される点に止
まる。さらに、国側は非言語的要素をも言語的に
表現した報告書（反訳書）を提出（予定も含む）し
ている。これらの諸事情からすれば、Ｃ録音録画
の本件公判不提出部分も提出させて取り調べるこ
とが必要不可欠であるとはいえず、その必要性は
必ずしも高いものではない。
　他方、Ｃ録音録画には、Ｃの容貌や表情など非
言語的情報が含まれているのであって、これが開
示されることによって、Ｃの名誉等が侵害される
おそれがないとはいえない。特にＡが取調担当検
事の言動を違法不当として批判するのみならず、
国民に知らしめるべきと主張していることからす
ると、Ａ側から報道機関等を通じて広く公開され
る可能性があるといえる。この点、Ｃは別件訴訟
における和解において、基本事件においてＣ録音
録画が証拠採用されることに反対しないとしてい
るが、Ｃは自分の取調べ状況が報道機関を通じて
不特定多数の人に見られることは一切承服できな
いとしていたことや、消極的に同意する意向を表
明していたに過ぎないことも併せ考えると、Ｃは
上記和解によって、自己の名誉やプライバシーを
真意に基づいて放棄した、あるいはそれらの権利
利益を全て放棄したとみることはできない。
　このような状況において、保管検察官の上記裁
量的判断が不合理なものとまではいえず、裁量権
の範囲を逸脱し、又は濫用したものであるという
ことはできない。

判例の解説

　一　文書提出命令制度と刑事関係文書
　１　制度の確立と意義
　民訴法 220 条は、文書の所持者の文書提出義
務を規定している。制定の経緯をたどると、同条
1号から 3号までの規定に相当するものは、旧民
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訴法312条の中にすでに規定されていた。しかし、
証拠の偏在という事態への対処や真実発見の理念
から拡張が求められ、私文書について文書提出の
一般義務化を定める本条 4号の規定が 1996 年改
正法に定められた。さらに 2001 年の民訴法一部
改正法において、公務文書も含めて一般義務化が
規定されるとともに、同条 4号ロ及びホが設け
られ、現行法の規定となった２）。
　同条4号ホは刑事事件に係る訴訟に関する書類
等（以下「刑事関係文書」という。）を文書提出義
務の対象から完全に除外するかのように定めてお
り、削除すべきとの意見も示されていた３）。この
点は、制定から 3年後の見直し時にも問題となっ
た４）が、結局改正されずに現在に至っている。
　２　刑事関係文書の取扱い
　民訴法 220 条 1 号ないし 3号と 4号の規定は、
相互にどのような関係に立つのか不分明になって
いる。一見すると、刑事関係文書に該当する文書
には、一切文書提出義務が生じないようにも思わ
れる。しかし実務上は、当該文書が刑事関係文書
に該当しても、直ちに文書提出義務を否定するわ
けではない。特に、刑事関係文書が同条 3号後
段の法律関係文書に該当する場合には、一定の場
合に提出義務を認めてきた。
　この問題に関する基本準則は、2004 年の最高
裁決定によって確立されたとされている５）。以下
の通りである。
　刑訴法 47 条ただし書の「『訴訟に関する書類』
を公にすることを相当と認めることができるか否
かの判断は、当該『訴訟に関する書類』を公にす
る目的、必要性の有無、程度、公にすることによ
る被告人、被疑者及び関係者の名誉、プライバシー
の侵害等の上記の弊害発生のおそれの有無等諸般
の事情を総合的に考慮してされるべきものであ
り、当該『訴訟に関する書類』を保管する者の合
理的な裁量にゆだねられている」と解すべきであ
る。そして、「民事訴訟の当事者が、民訴法 220
条 3 号後段の規定に基づき、刑訴法 47 条所定の
『訴訟に関する書類』に該当する文書の提出を求
める場合においても、当該文書の保管者の上記裁
量的判断は尊重されるべきであるが、当該文書が
法律関係文書に該当する場合であって、その保管
者が提出を拒否したことが、民事訴訟における当
該文書を取り調べる必要性の有無、程度、当該文
書が開示されることによる上記の弊害発生のおそ

れの有無等の諸般の事情に照らし、その裁量権の
範囲を逸脱し、又は濫用するものであると認めら
れるときは、裁判所は、当該文書の提出を命ずる
ことができるものと解するのが相当である。」６）

　本決定も、この判例準則にしたがっていること
が認められる。それ自体には特に問題はない。問
題は判例準則の具体的適用の当否である。

　二　法律関係文書該当性の判断
　刑事関係文書の法律関係文書該当性について
は、いくつか最高裁の先例がある。たとえば、申
立人が捜索差押えされたことの違法を争っていた
事案で、捜索差押許可状のみならず、捜索差押令
状請求書についても法律関係文書該当性を認めた
例がある７）。また、申立人が勾留請求されたこと
の違法を争っていた事案で、勾留状や勾留請求
書のみならず、勾留請求にあたって刑訴規則 148
条 1 項 3 号に基づいて裁判官に提出した被害者
の告訴状や同人の供述調書について、法律関係文
書に該当するとした例もある８）。令状請求の疏明
資料も法律関係文書として認めたのである。
　本決定は、Ａと共謀した旨のＣの供述がＡの逮
捕・勾留、起訴に際しての重要な位置を占めてい
たことを根拠に、Ｃ録音録画を法律関係文書に当
たるとしている。先例の延長上にあると考えられ、
本決定の判断は妥当であろう。

　三　Ｃ録音録画と刑訴法の関係についての判断
　Ｃ録音録画の本件公判提出部分については、本
決定の判断は妥当である。しかし、本件公判不提
出部分を取り消した判断には以下の問題があり、
Ａの裁判を受ける権利を侵害しているのではない
かと考える。
　１　Ｃ録音録画本件公判不提出部分を取り調べる
　　　必要性について
　本決定は、Ｃの取調べに当たったＩ検事が、音
が響きわたる強さで机をたたいたり、にらみつけ
たり、指を突きつけたりしたことなどを踏まえて、
Ｃ録音録画を最適証拠と認め、さらに代替立証も
困難としている。しかし一転して、非言語的要素
をも言語的に表現した報告書などが提出されるこ
とを勘案して、取り調べることが必要不可欠であ
るとはいえず、その必要性は必ずしも高いもので
はないとする。
　しかし、その判断には疑問がある。最適な証拠
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は録音録画であり、反訳書では代替立証は困難と
認める以上、それを取り調べる高度な必要性は認
められるのではないか。いくら反訳書に「机をた
たいた」などと言語的表現をしても大きな限界が
あり、Ｃ録音録画を取り調べる必要性は低くなる
ものではないであろう。そのほか、判例準則では
当該文書を取り調べる必要性の有無、程度を問題
にしているに過ぎないのに、本決定は必要不可欠
性まで要求しているように見え、疑問が残る。
　２　Ｃ録音録画本件公判不提出部分が開示される
　　　ことによる弊害について
　本決定は、Ｃ録音録画本件公判不提出部分につ
いては、Ｃの名誉等が侵害されるおそれがないと
はいえないとしている。しかし、本決定は公判提
出部分の判断において、Ａが和解でプライバシー
に最大限配慮することを評価している。そうであ
るならば、公判不提出部分の提出義務判断に際し
ても、Ａの最大限の配慮によりＣの名誉等の侵害
が極小化できるであろう。また、本決定は和解条
項でのＣの確認を真摯なものでないように受け止
めているが、民事裁判所としてそのような態度を
示すことに疑問を禁じ得ない。
　ところで、Ｃ録音録画の提出義務を認めても、
裁判所においてＣの顔にモザイクをかけるなどの
措置を施して証拠調べをすることは可能である。
そうすると、Ｃの名誉等を侵害するおそれはさら
に極小化できると考える。
　Ｃ録音録画の公判提出部分も公判不提出部分
も、Ｉ検事がＣを連日取り調べた一連のものであ
る。すでに公判提出部分は本件公判廷で取り調べ
られている上に、本決定も基本事件への提出を命
じている。そうすると、Ｃの名誉侵害等の観点か
らすれば、公判不提出部分について証拠調べをし
たからといって、さらにＣに大きな名誉等の侵害
をもたらすようには思われない。
　３　刑訴法 47条と公益性
　刑訴法 47 条本文に相当する規定は旧刑訴法時
代から存在していた９）が、同条ただし書は現行
法になって挿入された。確定訴訟記録の閲覧自由
原則を定めた刑訴法 53 条の挿入と同時である。
刑訴法 47 条は、訴訟に関する書類は公判前に秘
匿することを義務付けるものの、公益上の必要な
どを理由に公にすることが許されるとする。刑訴
法 53 条と合わせ考察すると、公判開始前や確定
後を問わず、公益に資する情報の自由な流通が、

民主主義社会の健全な発展のため必要だと立法者
は考えていたのだと思う。
　さて、刑事関係文書に関する前述の判例準則に
よれば、刑訴法 47 条ただし書に基づく公開の相
当性は、当該文書を保管する者の合理的裁量に委
ねられるとする。しかし、文書保管者が検察官で
ある場合には、特に公益性に枠づけられた合理的
裁量であることが求められるのではないか。検察
官は公益の代表者としての職責を有している（検
察庁法 4条）。公益上の必要がある時には、保管
検察官は訴訟に関する書類の公開要請に応えるべ
き場合があると思う。
　本件では、Ｃらの供述によりＡは引っ張り込ま
れた蓋然性が高い。その供述形成には検察官が大
きな役割を果たしていた。その後、Ｉ検事は本件
取調べ中の行為につき、特別公務員暴行陵虐罪で
付審判決定により起訴された 10）。Ｉ検事の本件
取調べは、権力犯罪の疑いが強い。権力犯罪には
自浄作用は期待できず、公衆の抑制に委ねる必要
がある。そうすると、基本事件の審理においてＡ
がＣ録音録画公判不提出部分を提出するよう求め
た場合には、保管検察官は公益上の必要の観点か
ら、それを提出しなければならないのではないか。
そうせずに、保管検察官が提出を拒否するならば、
それは自らの権力犯罪を隠蔽する趣を持つ。保管
検察官の裁量権の範囲の逸脱又は濫用に該当する
ように思う。

●――注
１）大阪地決 2023（令 5）・9・19 判時 2582 号 58 頁、判
タ 1516 号 180 頁、LEX/DB25573138。

２）秋山幹男ら『コンメンタール民事訴訟法Ⅳ〔第2版〕』（日
本評論社、2019 年）395 頁。
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